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旅費業務のフロー・コスト分析

独立行政法人

労働政策研究・研修機構

評価シート（１－３）

資 料 １ - １



○労働政策の総合的な調査研究
労働行政分野の政策課題（雇用、労働条件、人材育成、労使関係等）について、体系的・継続的な研究を実施し、政策の企画、立案及び推進をサポート。
＜サポートの具体例＞
・ 若年者の就業実態の調査から、正社員ではなくフリーター等として、低賃金不安定な雇用に就いている若年者が存在すること等を明らかにし、フリーター等を
常用化する支援策の必要性を提言。⇒ フリーター常用雇用化プラン、ニートの自立支援対策の創設等に結実。

・ 個別紛争処理に係る行政資料を直接分析するという新たな手法を用いて、都道府県労働局で取り扱った解雇に係る紛争事案を分析、中小企業と大企業では
紛争解決の実態が異なることや、判例だけでは判らない雇用終了の実態を明らかにした。 ⇒ 解雇ルールの在り方の検討に寄与。
更に、職場のいじめ、嫌がらせの実態を分類・分析し、「職場のパワーハラスメントの予防・解決に向けた提言」に結実。

○労働行政職員研修
第一線の労働行政職員（ハローワーク、労働基準監督署等）を対象に、一般研修・専門研修・管理監督者研修を実施。
※平成２９年度は、研修コース数８９コース、４，８０８名の受講者を対象に実施予定。
※労働政策研究を実施している機構が労働大学校を運営することにより、研究と研修を連携・融合し、研究成果の研修への反映や、研修を通じて吸い上げた

現場の問題意識の研究への反映が図られ、相乗効果を上げている。

法人の概要

業務の概要

目 的 内外の労働に関する事情及び労働政策について、総合的

な調査研究等を行うとともに、その成果を活用した労働行

政担当職員等に対する研修を実施すること。

設立年次 平成15年10月
※日本労働研究機構（特殊法人）及び労働研修所（厚生労働省の施設等機関）を整理・統合して発足。

所 在 地 法人本部 ・ 労働政策研究所：東京都練馬区上石神井

労働大学校：埼玉県朝霞市

理 事 長 菅野和夫（東京大学名誉教授、前中央労働委員会会長）

役 員 ５人（理事長、理事２、監事２（うち１は非常勤））

職 員 １００人（平成２９年４月１日）

予 算 額 約２７億円（平成２９年度予算額）

独立行政法人 労働政策研究・研修機構について
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労働政策研究・研修機構における調査研究の方法

集計・分析・解析
フィールドワーク

全国の企業・労働者へのヒアリング

アンケート調査

研 究 会

労使に中立の立場から、
労働政策の企画・立案に役立つ

エビデンスを収集

年間約３５０件
の出張
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旅費関係業務の改善に向けた検討
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外注化の可否を検討
・コスト削減は可能か
・業務の簡素化は可能か

年間コスト約１，５６０万円

年間約３５０件の出張

・出張先が非定型で複雑

・スケールが小さい

年間コスト約５６０万円

・人事課・経理課１０名分

様式、マニュアル、イントラウェブ等の改善による
業務の定型化・集約化・適正化を図る

外注化を断念


